
　日本の脱炭素化に向け，政府は昨年 10
月の 2050 年カーボンニュートラル，脱炭
素社会の実現を目指す宣言，更に本年４
月の気候変動サミットでの 2030 年温暖化
ガス 13 年度比 46% 減と急速に動いた。ま
ずは，風力，太陽光といった再生可能エ
ネルギーによる電力供給の脱炭素化が急
務である。しかし，2019 年度では，電力
供給による CO2 排出が全体の約 40％であ
るのに対し，産業と運輸の合計が約 43％
とそれよりも多い。
　本号では，運輸部門の自動車の低炭素
化に関する取り組み，非効率石炭火力の
フェードアウト，更に原子力分野の廃止
措置と英国の最新動向を紹介した。分野
は異なるが共通している点は２つある。
１つ目は，ライフサイクルでの評価（LCA）
の重要性，2 つ目は 2050 年に向けて現実
にどう移行するかの視点である。前者で
大きく先行する欧州は 2050 年に向け，レ

アメタル等も含む鉱物資源を欧州内でリ
サイクルする循環経済へ舵を切り，欧州
外に依存しないエネルギー安定供給に動
いている。後者については欧米も課題を
抱えながらも，対応できるもの，今後の
イノベーションに期待するもの等，多面
的に対応している。このように，世界的
な脱炭素化の動きはもう止まらない。
　先行する欧州，シェールガス・オイル
でエネルギー覇権も持つ米国，更には中
国の台頭もあり，日本の国際的地位は相
対的に低下している。今後 10 年がその先
の日本を決める時期である。
　今回，令和２年度の事業報告を全編掲
載とした。弊所の事業内容を知って頂く
一助になると期待するとともに，10 年後，
30 年後の真の姿が見えない中で，本号が
皆様の今後の事業活動に少しでもご参考
となれば幸いである。

編集責任者　茶木雅夫
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